
 

 

 

 

 

 

 

工事監理等委託業務成績評定標準採点表活用マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年３月 

川崎市まちづくり局  

  



 

１－１ 標準採点表の構成                      ・・・P.1 

１－２ 業務情報の入力について                   ・・・P.1 

１－３ 各採点者の立場 

１－４ 採点者の評価項目と細目                   ・・・P.3 

１－５ 評定点の種別                        ・・・P.4 

１－７ 各機関における追加の評価 

 

 

２－１ 採点による評定点の算出                   ・・・P.5 

 

 

３－１ 主任監督員用                        ・・・P.7 

３－２ 一般監督員用                        ・・・P.13 

３－３ 検査職員用                         ・・・P.23 

 

 ・・・P.25

４－１ 業務履行中又は完了時に生じた事由による減点 

４－２ 業務完了後に生じた事由による減点 

４－３ 評定の修正 

 

  



はじめに                                                             

 

公共工事の品質確保に当たっては、公共工事に関する調査及び設計の品質確保が重要な役

割を果たしており、公共工事の品質確保に関する法律（平成１７年法律１３号）第３条第

７項において、公共工事に関する調査及び設計の品質が確保されるようにしなければなら

ないとされている。 

同法第８条第１項に基づく「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進する

ための基本的な方針」（平成１７年８月２６日閣議決定）においては、国と地方公共団体と

の連携により、調査・設計の特性を考慮した評定項目の標準化に努めることとされている。 

これを受け、中央省庁及び地方公共団体で共通的に利用可能な建築設計等委託業務標準採

点表（以下「標準採点表」という。）を平成１９年３月にとりまとめたところであるが、標

準採点表の活用にあたっては、新たに成績評定を導入する発注機関での職員の業務負担の

増加や、採点者によって判断基準がばらつくこと等が考えられるため、各機関の成績評定

に係る負担を軽減するとともに、採点者の判断基準を示すことにより、建築設計等委託業

務における成績評定の標準化を図り、もって公共工事に関する設計等の品質確保に資する

ことを目的とする。 

 

各評価項目については、発注者からの指示が前提となるなど、発注者及び発注内容に影響

される項目も多いため、業務が適正な履行期間をもって発注されていたか、契約図書への

記載事項や発注者への指示が的確であったかなど、評定にあたっては発注者として自らの

態度等も顧みながら実施することが求められる。 

成績評定は、データベース化に努め、できる限り他機関と共有化するものとする。 

 

  



１．準採点表の概要                                                    

 

 

 

→【業務情報】シートに手入力 

・発注者 発注機関、部署名を入力 

・業務名称 業務名称を入力 

・発注方式 競争入札（価格）、競争入札（総合評価）、随意契約（プロポーザル）、随意契

約（特命）、随意契約（コンペ）、交渉方式（ＱＢＳ方式）等を入力 

・監督員比率 主任監督員と主任監督員以外の監督員の比率を入力…〈２－１（１）参照〉 

・各分野比率 業務内容（量）に応じて各分野の業務比率を入力…〈２－１（１）参照〉 

 業務に含まれない分野については、「０」を入力 

・受注者 業務の受注会社名を入力 

・協力事務所 協力事務所が存在する場合に、会社名を担当分野とともに入力（例㈱〇〇

設計（構造）） 

 

 

  



 

 

一般

（a） 総括監督員：業務の受注者（管理技術者等）を監督し、成果物について所要の品質

を確保させる責任を負う者。〈担当課⾧等〉 

（b） 主任監督員：総括調査員の下で、業務成果が目的を達成できるように、担当分野に

関する事項について受注者（管理技術者等）に指示等を行う者。〈担当係⾧等〉 

（c） 一般監督員：主任調査員の下で、業務成果が所要の品質を確保できるように、受注

者（管理技術者等）に軽易な指示等を行う者。〈担当者等〉 

（d） 検査職員：業務の完了を確認し、契約図書に照らして必要な成果が、必要な内容を

満たしていることを検査・確認する者〈担当課⾧、担当係⾧〉 

  



 

評価項目にはそれぞれ「評価の視点」を設定し、「評価の視点」ごとに配点している。 

 

 

評価の視点ごとに、下記構成により評価細目を設定しており、採点者は評価細目のチェ

ックボックス（□）にチェックすることで採点を行う。 

 

 

 

 
 

 

 

 

監督員 検査員

業務実施体制 実施体制、自主管理 1 －

業務の全体把握 0.5 －

工程管理(全体) 0.5 －

取組姿勢、責任感の強さ 0.5 －

説明力（プレゼンテーション力）、協調性 0.5 －

他分野との調整 0.5 －

工程管理 0.5 －

取組姿勢、責任感の強さ 0.5 －

説明力（プレゼンテーション力）、協調性 0.5 －

記載の程度 2 －

途中成果物の内容 2 －

打合せ内容の理解、記録 1 －

指示、協議事項への対応 1 －

与条件の理解、円滑な業務遂行、技術的検討 1.5 －

仕様書、基準類の理解 1.5 －

施工に関する一般的な知識 1 －

記載の程度 4 4

成果物の内容 4 4

資料等の整理、指示、協議事項への対応 － 4

23 12

調整及び説明、対応の迅速性 設計提案等の説明（プレゼンテーション力） 1 －

創意工夫、積極的な提案 1.5 －

専門的な知識、法令等の理解、特定行政庁等との調整 1.5 －

物理的条件、社会的条件 2 2

要望、コスト 2 2

8 4

小計

合計

基
礎
項
目

与条件の理解、業務への反映（設計提案）
業務の実施状況

創
意
工
夫
項
目

小計

合計

35

12

課題への対応業務目的の達成度

業務目的の達成度業務目的の達成度

業務の実施の能力

業務の実施状況

表-１　評価項目（建築設計委託業務）

項目 評価項目
配点

評価の視点

業務履行中の説明資料
　（途中成果物）に関する評価

調整及び説明、対応の迅速性

与条件の理解、業務への反映（設計提案）

管理技術者の能力
（業務全体に関する評価）

主任担当技術者の能力
（担当分野に関する評価）

※当初、チェックされた
状態（加減点なし：±0） 

上段にチェックが入っている場合、下段を評価 

※該当する場合、チェック
入れる。 



□業務評定点 

■基礎点：基礎項目〈１－５表―１参照〉の得点から求められる評定点 

■総合点：基礎項目及び創意工夫項目〈１－５表―１参照〉の得点から求められる評定点 

□管理技術者評定点：管理技術者に係る評価項目〈１－５表―１参照〉に対する得点から

求められる評定点 

 

 

ただし、オプション項目の点数（オプション点）については、総合点・基礎点・管理技術

者評定点とは別に集計し、他機関との成績評定結果の共有化の対象とはしないこととする。

（データベース上においても、オプション点は別途記載することとする。） 



２．評定点の算出 

 

 



 →【業務情報】シートに手入力 

・原則、採点比率（【表―２】）を採用することとする。ただし、各分野の業務内容（量）

が【表―２】と大きく異なる場合は、各分野の業務内容（量）に応じた配点比率を設

定するものとする。 

 →【集計用（配点）】シートに自動計算 

各採点者における項目毎の配点は、評価項目毎の配点に、配点比率を乗じて算出され

る。☆ 

 

 
  

各採点者が各採点シートのチェックボックス（□）にチェック（レ）して、採点を実

施する。 

 →【集計用（採点結果）】シートに自動計算 

各採点者の採点結果は、採点の対象項目の配点に得点率を乗じた値を合計して算出さ

れる。 

 →【集計用（項目別集計）】シートに自動計算 

評定点は、６５点（標準点）に、採点者全員の採点結果の合計値（３５点満点換算）

が加算されて算出される。  

電気設備 機械設備

意匠 構造 電気設備 機械設備

0.35

ー 0.465 0.135 0.200 0.200

0.45

ー 0.165 ー 0.67 0.166

0.40

ー 0.155 0.045 0.16 0.64

0.40

ー 0.540 ー 0.23 0.23

0.45

ー 0.780 0.220 ー ー

0.60

ー 1.000 ー ー ー

0.40

ー 0.400 ー ー 0.600

0.60

ー ー ー 1.000 ー

0.60

ー ー ー 0.090 0.810

0.40

ー ー ー 0.400 0.600

　　　〃　　　　〈設備分野のみ〉

　　　　　　　　　機械ﾒｲﾝ

0.60

表ー２　発注方法による配点比率例 （工事監理）

業務内容
主任

監督

員

一般監督員

建築

　　　〃　　　〈建築分野のみ〉
0.40

建築工事監理〈建築・設備分野〉

　　意匠ﾒｲﾝ

0.65

　　　〃　　　〈構造分野除く〉

　　　意匠ﾒｲﾝ

0.60

　　　〃　　　〈建築分野のみ〉
0.55

　　　〃　　　〈建築・設備分野〉

　　電気ﾒｲﾝ

0.55

　　　〃　　　〈建築・設備分野〉

　　　機械ﾒｲﾝ

0.60

　　　〃　　　　〈設備分野のみ〉

　　　　　　　　　機械ﾒｲﾝ

0.40

　　　〃　　　〈機械・建築〉
0.60

　　　〃　　　〈電気のみ〉
0.40



３．標準採点表の採点基準                                               

主任監督 【①主任】シート 

（１） 業務実施体制 

 
 

1 契約当初における、実施体制についての期限までの報告の有無を評価する。 

※国土交通省（官庁営繕部）では、契約図書（共通仕様書）において、契約締結

後１４日以内に業務計画書を提出することを義務づけている。 

現状で契約上の義務づけを行っていない機関においては、当面、実施体制を確

認するための措置を講じる必要があると考えられる。 

2 契約当初に報告された実施体制の内容を評価する。 

履行途中で受注者側の技術者の追加・変更等がなく、当初の実施体制で業務が

円滑に履行された場合に該当する。 

 

3 報告された実施体制によって、業務が履行されたか否かを評価する。 

実施体制の報告に虚偽があった場合や、実施体制が変更された場合に、修正し

た業務計画書が提出されなかった場合は該当しない。 

4 自主的な品質管理について評価する。 

第三者によるチェックが行われていなくても、社内での確認の徹底や品質管理

に関するマニュアルの存在など、発注者が求める以上の自主的な品質管理に関す

る取り組みが認められた場合に該当する。 

 

（２） 管理技術者の能力 

※管理技術者とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統轄等を行う者をいう。 

 
5 契約図書に記載された内容の理解及び業務の実施状況についての把握の有無を評価

する。 

6 上記 5 で把握した内容について、業務への活用の程度を評価する。 

業務の目的や状況の変化等を踏まえ、手遅れにならないよう「適時」に、業務の

品質確保につながるよう「適切に」配下の技術者に対して指示を行うなど方針を示



し、分野間の調整を図った場合に該当する。 

7 必要な工程管理の有無を評価する。 

履行期限までに、成果物の内容について発注者が納得した状態で受領するための

必要最低限の期間が確保されていた場合に該当する。 

 

 

8 工程管理の程度を評価する。 

履行途中の工程管理において、十分な時間的余裕が確保されていた場合に該当す

る。 

9 業務を統轄する姿勢の有無を評価する。 

打合せ等への参加状況等から判断する。 

10 業務を統轄する姿勢について、積極性の有無を評価する。 

 打合せ等における態度等から、配下の技術者を統率するなど、業務を統轄する積

極性がみられたか否かにより判断する。 

11 説明の有無を評価する。 

当初段階の業務実施方針の説明、履行途中における経過説明、発注者の指示等へ

の対応についての説明等が、必要な時期に行われた場合に該当する。 

12 説明の内容及び協調性の有無を評価する。 

上記 11 における説明において分かり易く伝えようと工夫する態度や、発注者を

含む関係者の意見を受け入れる態度、円滑な人間関係の構築など、協調性をもって

業務を遂行した場合に該当する。 

 

（３） 主任担当技術者の能力 

※主任担当技術者とは、管理技術者の下で、担当分野に係る業務を履行する技術者

をいう。 

※管理技術者と主任技術者の兼任を認めている場合にも採点を行う。 

 
※他分野が存在しない場合は、担当分野内の調整について評価する。 

13 担当分野と関わりのある事項について、他の分野との調整の有無を評価する。 

管理技術者が行う分野間の調整が、業務全体を見ているのに対し、主任担当技術

者のそれは、あくまでも担当分野に主眼をおいたものになる。 

14 他の分野と行った調整の内容を評価する。 

・適切な調整とは、調整の時期、内容及び方法が、業務の目的に照らして妥当であ



ることをいう。 

・十分な成果とは、調整が必要となった何らかの問題・課題を調整により解決でき

たことをいう。 

15 必要な工程管理の有無を評価する。 

履行期限までに、成果物の内容について発注者が納得した状態で受領するため

の必要最低限の期間が確保されていた場合に該当する。 

16 工程管理の程度を評価する。 

履行途中の工程管理において、十分な時間的余裕が確保されていた場合に該当

する。 

17 打合せ等への参加状況等から、業務に関する状況把握の有無を評価する。 

18 打合せ等における態度等から、業務に対する積極性の有無を評価する。 

19 説明の有無を評価する。 

当初段階の業務実施方針の説明、履行途中における経過説明、発注者の指示等へ

の対応についての説明等が、必要な時期に行われた場合に該当する。 

20 説明の内容及び協調性の有無を評価する。 

上記 19 における説明において分かり易く伝えようと工夫する態度や、発注者を

含む関係者の意見を受け入れる態度、円滑な人間関係の構築など、協調性をもって

業務を遂行した場合に該当する。 

 

（４） 業務履行中の説明資料（途中成果物）に関する評価 

 

（最終）成果物に至る説明資料（設計案、構造計算書案、数量計算書案、診断報告

書案 など）について評価する。 

 

 
21 記載の量及び表現を評価する。 

・理解しうる表現とは、発注者が途中成果物の内容を理解し、必要な指摘・指示

を行うために必要な最低限の情報が得られるような表現（表示の方法）をいう。 

 図面表記の一般的なルールに従った表現、標準詳細図や指定された書式を利用

した表現などが行われた場合に該当する。 

・最低限の記載とは、発注者が途中成果物の内容を理解し、必要な指摘・指示を

行うために必要な最低限の情報が得られるような記載の量をいう。 

22 記載の量及び表現の程度を評価する。 

・十分な記載とは、発注者が途中成果物の内容を容易に理解でき、必要な指摘・

指示を行うために必要な情報が、参考情報も含めて詳細かつ網羅的に得られるよ

うな記載の量をいう。 



・理解しやすくするための表現上の工夫には、背景や経緯の分かる資料、概要書

や一覧表の作成、図表の活用、部分詳細の図示、分野をまたがった表現、成果物

以外での説明上の工夫（透視図、模型等）などが考えられる。 

23 重大なミスの有無及び途中成果物の内容を評価する。 

 最終成果に至るまでの手戻り、発注者による指導・修正の程度や、途中成果物

が業務目的に照らして妥当な方向性であったか等により判断する。 

24 ミスの程度及び途中成果物の内容の程度を評価する。 

 ミスがほとんど無く、特段の指摘を行わなくても発注者の意図を反映していた

場合に該当する。 

 

（５） 調整及び説明、対応の迅速性 

 

 
25 対応の有無を評価する。 

 当該内容については、原則、チェックは付けたまま外さないこととする。 

（当該内容のチェックを外した場合、業務が完了しているとは認められないと考

えられるため。以下同じ。） 

26 対応の迅速さを評価する。 

 発注者が対応の内容を理解し、必要な指摘や指示を行えるだけの時間的余裕を

もって行われた場合に該当する。 

27 対応の内容を評価する。 

 打合せの結果や指示・協議事項の趣旨を理解し、その対応が趣旨に沿っていた場

合に該当する。 

28 対応の内容の程度を評価する。 

 対応が打合せの結果や指示・協議事項の趣旨に沿っており、関連項目に関する検

討や、他の分野への影響など、技術的な調整が図られた場合に該当する。 

 

  



（６） 与条件の理解、業務への反映（設計提案） 

 

 
29 検討の有無を評価する。 

 業務の各段階において、検討すべき項目の抽出及びその検討を行った場合に該

当する。 

30 検討の内容を評価する。 

 業務の目的等に沿った技術的な検討や関連項目の検討、他の分野への影響など、

技術的な調整が図られ、その検討結果が発注者の意図に応えるものであった場合

に該当する。 

31 基本法令、基準類及び関連する施工方法等の知識の有無を評価する。 

 発注者が適宜必要な指導をしながら業務を履行できる程度に、適用基準類等の

内容を理解していた場合に該当する。 

32 上記 31 の知識の設計内容への反映の程度を評価する。 

 発注者がほとんど指導しなくても、適用基準類等を満足した成果が得られた場

合に該当する。 

 

（７） 業務目的の達成度 

 

ここで想定している成果物とは、以下のようなものである。業務に応じて成果物は異

なる。 

 施工プロセスのチェックリスト、工事監理報告書、工事記録簿、材料検査簿など 

 

 
33 記載の量（情報量）を評価する。 

 最低限の記載とは、発注者が成果物の内容を理解し、それを活用するのに必要な

最低限の情報が得られるような記載の量をいう。 

当該内容については、原則、チェックを付けたまま外さないこととする。 

34 記載の量（情報量）の程度を評価する。 

 十分な記載とは、発注者が成果物の内容を容易に理解でき、それを活用するのに

必要な情報が、参考情報も含めて詳細かつ網羅的に得られるような記載の量をい

う。 

35 記載の表現（情報の表示）を評価する。 



 理解しうる表現とは、発注者が成果物の内容を理解し、それを活用するのに必要

な最低限の情報がえられるような記載の表現（表示の方法）をいう。 

 図面表記の一般的なルールに従った表現、標準詳細図や指定された書式を利用し

た表現などが行われていた場合に該当する。 

当該内容については、原則、チェックを付けたまま外さないこととする。 

36 記載の表現（情報の表示）の程度を評価する。 

 理解しやすくするための表現上の工夫には、背景や経緯の分かる資料、概要書や

一覧表の作成、図表の活用、部分詳細の図示、分野をまたがった表現、成果物以外

での説明上の工夫（透視図、模型等）などが考えられる。 

 

 
37 成果物の内容を評価する。 

 予算内で所要性能（契約図書において示した適用基準類等）を満たしており、成

果物として最低限の品質を確保していた場合に該当する。 

当該内容については、原則、チェックを付けたまま外さないこととする。 

38 成果物の内容の程度を評価する。 

 上記 37 を満たした上で、コストバランスに優れ、利用者の利便に配慮した内容

となっていた場合に該当する。 

39 安全対策、環境施策への対応の有無を評価する。 

 安全対策、環境施策について、要求する性能・水準を満たしていた場合に該当す

る。 

・安全対策とは、防災性（耐震・耐火災・耐浸水・耐風・耐雪・耐寒・耐落雷等）

や防犯性、施工時の安全対策への配慮等を指す。 

・環境施策とは、⾧寿命（フレキシビリティの確保、構造体の耐久性等）、建設副産

物の発生抑制・再資源化、エコマテリアル（低環境負荷材料、副産物・再資源の活

用等）、負荷の低減（建物配置・断熱・自然エネルギーの使用等）、周辺環境の保全

等を指す。 

40 安全対策、環境施策への対応の程度を評価する。 

 上記 39 を満たした上で、さらに独自の工夫が見られ、その内容が成果物に反映

されていた場合に該当する。 

 

  



一般監督員 【②－１～７監督員〔各分野〕】シート 

（１） 業務実施体制 

 

 
41 契約当初に報告された実施体制の内容を評価する。 

 業務を遂行するうえで、各業務分担に最低限の人員が確保されていた場合に該

当する。 

42 契約当初に報告された実施体制の内容の程度を評価する。 

 履行途中で受注者側の技術者の追加・変更等がなく、当初の実施体制で業務が円

滑に履行された場合に該当する。 

43 報告された実施体制によって、業務が履行されたか否かを評価する。 

 実施体制の報告に虚偽があった場合や、実施体制が変更された場合に、修正した

業務計画書等が提出されなかった場合は該当しない。 

44 自主的な品質管理について評価する。 

 第三者によるチェックが行われていなくても、社内での確認の徹底や品質管理

に関するマニュアルの存在など、発注者が求める以上の自主的な品質管理に関す

る取り組みが認められた場合に該当する。 

 

（２） 管理技術者の能力（業務全体に関する評価） 

※管理技術者とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統轄等を行う者をいう。 

 

業務全体を視野に入れて、各分野の監督員がそれぞれの立場で採点する。 

 

 
 

45 契約図書に記載された内容についての把握の有無を評価する。 

46 上記 45 で把握した内容の業務への活用の程度を評価する。 

 業務目的等を踏まえ、業務の品質確保につながるよう「適切に」配下の技術者に

対して指示を行うなど方針を示し、分野間の調整を図った場合に該当する。 

47 業務の実施状況についての把握の有無を評価する。 

48 上記 47 で把握した内容の業務への活用の程度を評価する。 

 状況の変化を踏まえ、手遅れにならないよう「適時」に、業務の品質確保につな

がるよう「適切に」、配下の技術者に対して指示を行うなど方針を示し、分野間の



調整を図った場合に該当する。 

 

 
49 当初提出された業務工程表への必要な記載内容の漏れの有無を評価する。 

50 当初提出された業務工程表の記載内容の妥当性を評価する。 

51  

52 工程管理の程度を評価する。 

 履行途中の工程管理において、十分な時間的余裕が確保されていた場合に該当

する。 

 

 
53 打合せ等への参加の有無を評価する。 

54 打合せ等における積極的な態度を評価する。 

55 業務を統轄する姿勢の有無を評価する。 

 配下の技術者に対して適時に的確な指示を行っていた場合等に該当する。 

56 業務を統轄する姿勢に、主体的かつ強い責任感が見られたか否かを評価する。 

 

 
57 業務の実施方針等に関する説明の有無を評価する。 

58 業務の実施方針等に関する説明の内容を評価する。 

 説明内容のわかりやすさに加え、業務履行段階の手戻りや、発注者による指導・

修正の程度などにより説明内容が適切であったか否かを判断する。 

59 業務の成果として発注者が求めているものを理解しようとする姿勢の有無を評価

する。 

60 業務の成果として発注者が求めているものへの理解及び協調性の有無を評価する。 

 業務の成果として発注者が求めているものを理解した上で、発注者を含む関係者

の意見を受け入れる態度、円滑な人間関係の構築など、協調性をもって業務を遂行

したか否かにより判断する。 

 

（３） 主任担当技術者の能力（担当分野に関する評価） 

※主任担当技術者とは、管理技術者の下で、担当分野に係る業務を履行する技術者



をいう。 

※管理技術者と主任技術者の兼任を認めている場合にも採点を行う。 

 

監督員が担当する分野の主任担当技術者を採点する。 

 

 
61 担当分野と関わりのある事項について、他の分野との調整の有無を評価する。 

 管理技術者が行う分野間の調整が、業務全体を見ているのに対して、主任担当技

術者のそれは、あくまでも担当分野に主眼をおいたものになる。 

62 調整の迅速さを評価する。 

 発注者が調整結果を理解し、了解するために必要な時間的余裕をもって調整が行

われた場合に該当する。 

63 調整結果の業務への反映の有無を評価する。 

64 調整結果の業務への反映の程度を評価する。 

 調整が必要となった何らかの問題・課題を、調整により解決し、かつその内容及

び方法が業務目的等に照らして妥当であった場合に該当する。 

 

 
※採点者の担当分野についての工程管理を評価する。 

 

65 当初提出された業務工程表への必要な記載内容の漏れの有無を評価する。 

66 当初提出された業務工程表の記載内容の妥当性を評価する。 

67 必要な工程管理の有無を評価する。 

 履行期限までに、成果物の内容について発注者が納得した状態で受領するための

必要最低限の期間が確保されていた場合に該当する。 

68 工程管理の程度を評価する。 

 履行途中の工程管理において、十分な時間的余裕が確保されていた場合に該当す

る。 

 

 



69 打合せ等への参加の有無を評価する。 

70 打合せ等における積極的な態度を評価する。 

71 担当分野の成果をとりまとめたか否かを評価する。 

72 担当分野の成果のとりまとめに、主体的かつ責任感をもって取り組んだか否かを評

価する。 

 

 
73 業務の実施方針等に関する説明の有無を評価する。 

74 業務の実施方針等に関する説明の内容を評価する。 

 説明内容のわかりやすさに加え、業務履行段階の手戻りや、発注者による指導・

修正の程度などにより説明内容が適切であったか否かを判断する。 

75 業務の成果として発注者が求めているものを理解しようとする姿勢の有無を評価

する。 

76 業務の成果として発注者が求めているものへの理解及び協調性の有無を評価する。 

 業務の成果として発注者が求めているものを理解した上で、発注者を含む関係者

の意見を受け入れる態度、円滑な人間関係の構築など、協調性をもって業務を遂行

したか否かにより判断する。 

 

（４）業務履行中の説明資料（途中成果物）に関する評価 

 

各分野別の（最終）成果物に至る説明資料（設計案、構造計算書案、数量計算書

案、診断報告書案など）について評価する。 

 

 
77 記載の量（情報量）を評価する。 

 審査できる最低限の記載とは、発注者が途中成果物の内容を理解し、必要な指摘・

指示を行うために必要な最低限の情報が得られるような記載の量をいう。 

78 記載の量（情報量）の程度を評価する。 

 十分な記載とは、発注者が途中成果物の内容を容易に理解でき、必要な指摘・指

示を行うために必要な情報が、参考情報も含めて詳細かつ網羅的に得られるような

記載の量をいう。 

79 記載の表現（情報の表示）を評価する。 

 理解しうる表現とは、発注者が途中成果物の内容を理解し、必要な指摘・指示を



行うために必要な最低限の情報が得られるような記載の表現（表示の方法）をいう。 

 図面表記の一般的なルールに従った表現、標準詳細図や指定された書式を利用し

た表現などが行われていた場合に該当する。 

80 記載の表現（情報の表示）の程度を評価する。 

 理解しやすくするための表現上の工夫には、背景や経緯の分かる資料、概要書や

一覧表の作成、図表の活用、部分詳細の図示、分野をまたがった表現、成果物以外

での説明上の工夫（透視図、模型等）などが考えられる。 

 

 
81 重大なミスの有無を評価する。 

 重大なミス（手戻り・差替え）の有無を、最終成果に至るまでの手戻りや、発注

者による指導・修正の程度により判断する。 

82 ミスの程度を評価する。 

 最終成果に至るまでに、軽微なミス（簡易に修正できるもの）のみ、又はほとん

どミスがないなど、発注者に係る負担が小さい場合に該当する。 

83 途中成果物の内容を評価する。 

 途中成果物が、業務目的等に照らして妥当な方向性であった場合に該当する。 

84 途中成果物の内容の程度を評価する。 

 途中成果物が、特段の指摘を行わなくても発注者の意図を反映していた場合に該

当する。 

 

（４） 調整及び説明、対応の迅速性 

 

 
85 打合せ記録簿の作成の有無を評価する。 

86 打合せ記録簿の作成の迅速さ、及びその内容の的確性を評価する。 

 迅速さの判断は、発注者が打合せ記録を理解し、必要な修正を指示できるだけの

時間的余裕をもって行われたか否かにより行う。 

87 打合せ後の対応の有無を評価する。 

88 打合せ後の対応の内容を評価する。 

 的確かつ十分な対応とは、打合せの結果が関係者に周知され、それに沿った必要

な修正等が迅速に行われることをいう。 

 



 
89 対応の有無を評価する。 

当該内容については、原則、チェックを付けたまま外さないこととする。 

90 対応の迅速さを評価する。 

 発注者が対応の内容を理解し、必要な指摘や指示を行えるだけの時間的余裕をも

って行われた場合に該当する。 

91 対応の内容を評価する。 

 指示・協議事項の趣旨を理解し、その対応が趣旨に沿っていた場合に該当する。 

92 対応の内容の程度を評価する。 

 対応が指示・協議事項の趣旨に沿っており、関連項目に関する検討や、他の分野

への影響など、技術的な調整が図られた場合に該当する。 

 

（５） 与条件の理解、業務への反映（設計提案） 

 

 
93 情報収集の有無を評価する。 

 与条件を理解するための情報や、業務の履行に必要な情報収集が行われた場

合に該当する。 

94 情報の反映の程度を評価する。 

 収集された情報に基づき、与条件に合致した業務が行われた場合に該当する。 

95 検討の有無を評価する。 

 業務の各段階において、検討すべき項目の抽出及びその検討を行った場合に

該当する。 

96 検討の内容を評価する。 

 業務の目的等に沿った技術的な検討や関連項目の検討、他の分野への影響な

ど、技術的な調整が図られ、その検討結果が発注者の意図に応えるものであっ

た場合に該当する。 

 

 
98 基本法令や、契約図書で適用した基準類の理解の有無を評価する。 

 発注者が適宜必要な指導をしながら、業務を履行できる程度に、適用基準類



等の内容を理解していた場合に該当する。 

98 基本法令や、契約図書で適用した基準類の理解の程度を評価する。 

 発注者の指導がほとんど必要ないほど、適用基準類等を理解していた場合に

該当する。 

99 適用基準類等の適切な反映の有無を評価する。 

 発注者が適宜必要な指導を行うことで、適用基準類等を満足した成果が得ら

れた場合に該当する。 

100 適用基準類等の適切な反映の程度を評価する。 

 発注者がほとんど指導しなくても、適用基準類等を満足した成果が得られた

場合に該当する。 

 

 
101 ,103 知識の有無を評価する。 

 標準的な工事を対象とした設計に当たって必要となるような知識を有し

ている場合に該当する。 

102,104 知識の反映の程度を評価する。 

 分野間や担当者間の調整等により、知識が成果に十分に反映されている

場合に該当する。 

 

（７）業務目的の達成度 

ここで想定している成果物とは以下のようなものである。業務内容に応じて、成果

物は異なる。 

設計業務→設計図面（意匠図、構造図、設備図など）、構造計算書、数量計算書 

診断業務→診断報告書 

 

 
105 記載の量（情報量）を評価する。 

 最低限の記載とは、発注者が成果物の内容を理解し、それを活用するのに必要

な最低限の情報が得られるような記載の量をいう。 

当該内容については、原則、チェックは付けたまま外さないこととする。 

106 記載の量（情報量）の程度を評価する。 

 十分な記載とは、発注者が成果物の内容を容易に理解でき、それを活用するの

に必要な情報が、参考情報も含めて詳細かつ網羅的に得られるような記載の量を



いう。 

107 記載の表現（情報の表示）を評価する。 

 理解しうる表現とは、発注者が成果物の内容を理解し、それを活用するのに必

要な最低限の情報が得られるような記載の表現（表示の方法）をいう。 

 図面表記の一般的なルールに従った表現、標準詳細図や指定された書式を利用

した表現などが行われていた場合に該当する。 

108 記載の表現（情報の表示）の程度を評価する。 

 理解しやすくするための表現上の工夫には、背景や経緯の分かる資料、概要書

や一覧表の作成、図表の活用、部分詳細の図示、分野をまたがった表現、成果物

以外での説明上の工夫（透視図、模型等）などが考えられる。 

 

 
（積算分野及び診断業務では評価しない。（採点表において欄なし。）） 

 

109 成果物の内容を評価する。 

 予算内で所要性能（契約図書に示した適用基準類等）を満たしており、成果物

として最低限の品質を確保していた場合に該当する。 

110 成果物の内容の程度を評価する。 

 上記 109 を満たした上で、コストバランスに優れ、利用者の利便に配慮した内

容となっていた場合に該当する。 

111 安全対策、環境施策への対応の有無を評価する。 

 安全対策、環境施策について、要求する性能・水準を満たしていた場合に該当

する。 

・安全対策とは、防災性（耐震・耐火災・耐浸水・耐風・耐寒・耐落雷等）や防

犯性、施工時の安全対策への配慮等を指す。 

・環境施策とは、⾧寿命（フレキシビリティの確保、構造体の耐久性等）、建設副

産物の発生抑制・再資源化、負荷の低減（建物配置・断熱・自然エネルギーの使

用等）、周辺環境の保全等を指す。 

102 安全対策、環境施策への対応の程度を評価する。 

 上記 111 を満たした上で、さらに独自の工夫が見られ、その内容が成果物に反

映していた場合に該当する。 

 



【③検査職員】シート 

（１） 業務目標の達成度 

 

 
 

ここで想定している成果物とは以下のようなものである。業務内容に応じて、成果

物は異なる。 

設計業務→設計図面（意匠図、構造図、設備図など）、構造計算書、数量計算書 

診断業務→診断報告書 

 

① 記載の量（情報量）を評価する。 

 最低限の記載とは、発注者が成果物の内容を理解し、それを活用するのに必要な

最低限の情報が得られるような記載の量をいう。 

当該内容については、原則、チェックは付けたまま外さないこととする。 

② 記載の量（情報量）の程度を評価する。 

 十分な記載とは、発注者が成果物の内容を容易に理解でき、それを活用するのに

必要な情報が、参考情報も含めて詳細かつ網羅的に得られるような記載の量をい

う。 

③ 記載の表現（情報の表示）を評価する。 

 理解しうる表現とは、発注者が成果物の内容を理解し、それを活用するのに必要

な最低限の情報が得られるような記載の表現（表示の方法）をいう。 

 図面表記の一般的なルールに従った表現、標準詳細図や指定された書式を利用し

た表現などが行われていた場合に該当する。 

当該内容については、原則、チェックは付けたまま外さないこととする。 

④ 記載の表現（情報の表示）の程度を評価する。 

 理解しやすくするための表現上の工夫には、背景や経緯の分かる資料、概要書や

一覧表の作成、図表の活用、部分詳細の図示、分野をまたがった表現、成果物以外

での説明上の工夫（透視図、模型等）などが考えられる。 

 

 
 （積算分野及び診断業務では評価しない。（採点表において欄なし。）） 

 

① 成果物の内容を評価する。 



 予算内で所要性能（契約図書に示した適用基準類等）を満たしており、成果物と

して最低限の品質を確保していた場合に該当する。 

当該内容については、原則、チェックは付けたまま外さないこととする。 

② 成果物の内容の程度を評価する。 

 上記①を満たした上で、コストバランスに優れ、利用者の利便に配慮した内容と

なっていた場合に該当する。 

③ 安全対策、環境施策への対応の有無を評価する。 

 安全対策、環境施策について、要求する性能・水準を満たしていた場合に該当す

る。 

・安全対策とは、防災性（耐震・耐火災・耐浸水・耐風・耐寒・耐落雷等）や防犯

性、施工時の安全対策への配慮等を指す。 

・環境施策とは、⾧寿命（フレキシビリティの確保、構造体の耐久性等）、建設副

産物の発生抑制・再資源化、負荷の低減（建物配置・断熱・自然エネルギーの使用

等）、周辺環境の保全等を指す。 

④ 安全対策、環境施策への対応の程度を評価する。 

 上記③を満たした上で、さらに独自の工夫が見られ、その内容が成果物に反映し

ていた場合に該当する。 

 

 
 

① 打合せ記録簿等の成果物以外で契約上求めている資料の有無を評価する。 

当該内容については、原則、チェックは付けたまま外さないこととする。 

② 契約上求めている資料の表現・整理の状況を評価する。 

③ 打合せ記録簿等から対応の有無を評価する。 

当該内容については、原則、チェックは付けたまま外さないこととする。 

④ 打合せ記録簿等から対応の内容を評価する。 

迅速さの判断は、発注者が対応の内容を理解し、必要な指摘・指示を行えるだけ

の時間的余裕をもって行われたか否かにより行う。 

 的確さの判断は、業務目的に照らして妥当な内容か否かにより行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．評定の修正                                                       

 

対象業務の履行中に受注者に起因する事故等が発生し、当該業務に関し指名停止等の

措置がとられた場合は、当該業務の総合点に対して、減点することができる。 

また、業務の完了の通知があった時点で、プロポーザル方式又は総合評価落札方式に

おける技術提案の内容のうち契約図書に反映された技術提案の内容が、受注者の責め

により実施されていない場合は、当該業務の総合点に対して、減点するものとする。

この場合において、４－２に該当するときはこの減点のほかに４－２を適用すること

ができる。 

 

対象業務の成果品に、当該業務の受注者に起因する重大な誤り・欠陥が存在し、契約

書のかし担保条項等に記された手続きに従い、瑕疵修補又は損害賠償が実施された場

合は、当該業務の総合点に対して、遡って減点することができる。 

 

４－１により減点を行うなど、当該評定を修正する必要がある場合は必要な修正を行

い、その結果を評定の対象業務の受注者に再通知するものとする。 


